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Ⅰ 調査概要 

 

１ 調査目的 

山梨県では、⻑期化する新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により⽣じている⼈材需要の変化に
対応し、県内の雇用を維持するため、「⼈材シェアマッチング」を推進することとしている。 

これに関連し、コロナ禍における県内企業・事業所の雇用の状況や一時的に⼈材余剰となった企業
と⼈材が不足している企業の実態を把握し、企業間のマッチングにつなげることを目的として、本調
査を実施した。 
 

２ 調査対象企業 

調査対象企業：県内に本社・本店もしくは事業所のある法人 14,932 社 

 

３ 調査方法 

WEB 調査 

※郵送で調査票、協力依頼を発送。 

 希望する企業については、FAX 及び郵送でも回答を受付。 

  

４ 調査期間 

令和 2 年 11 月 24 日～12 月 11 日 

 

５ 回収結果 

回収数：2,913 件（回答率：19.5％） 

 

６ 調査実施機関 

株式会社東京商工リサーチ 甲府支店 及び 本社 市場調査部 
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７ 調査報告書の読み方及び注意事項 

○報告書本文中の比率はすべて百分率（％）で表し、小数点第 2 位以下を四捨五入している。そのた

め単一回答であっても構成比の合計が 100％にならない場合がある。 

○複数回答の設問は、回答が 2 つ以上あり得るため、構成比の合計が 100％を上回る場合がある。 

○図表中の「N」（Number of cases の略）とは設問に対する回答件数の総数を示しており、回答者の

構成比（％）を算出するための基数である。 

○無回答は除外して算出している。 

○クロス集計において、回答件数が 10 未満の集計軸に関しては分析コメントの対象外としている。 
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Ⅱ 調査結果 

 

１ 企業属性 

（１）業種 

問１（１） 業種（〇は１つ） 

 

回答企業の業種は、「建設業」が 17.8％と最も高く、次いで「製造業」が 16.3％、「卸売業、小売

業」が 15.4％となっている。 

 

 

  

(n = 2,912)

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

⽣活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されない）

公務、その他

2.0

0.3

17.8

16.3

1.8

1.6

3.6

15.4

3.0

3.5

3.2

3.9

1.9

1.5

9.7

1.0

9.0

4.4

0.0% 10.0% 20.0%
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（２）従業員数 

問１（３） 従業員数（〇は１つ） 

 

回答企業の従業員数は、「5 人以下」が 34.6％と最も高く、次いで「6 人以上 20 人以下」が

28.0％、「21 人以上 50 人以下」が 12.3％となっている。 

 

 

  

全  体 (n=2,909)

農、林、漁業 (n=57)

鉱業，採石業，砂利採取業 (n=10)

建設業 (n=517)

製造業 (n=475)

電気・ガス・熱供給・水道業 (n=51)

情報通信業 (n=48)

運輸業、郵便業 (n=106)

卸売業、小売業 (n=449)

金融業、保険業 (n=86)

不動産業、物品賃貸業 (n=102)
学術研究、専門・技術サービ
ス業

(n=92)

宿泊業、飲食サービス業 (n=113)

⽣活関連サービス業、娯楽業 (n=56)

教育、学習支援業 (n=42)

医療，福祉 (n=283)

複合サービス事業 (n=30)
サービス業（他に分類されな
い）

(n=262)

公務、その他 (n=129)

業
種
別

34.6

49.1

10.0

42.0

19.2

45.1

27.1

13.2

39.0

37.2

78.4

47.8

23.9

41.1

26.2

17.7

36.7

39.7

48.8

28.0

24.6

40.0

38.9

27.2

25.5

29.2

31.1

26.9

17.4

7.8

23.9

32.7

26.8

21.4

27.6

13.3

26.7

20.9

12.3

10.5

20.0

9.3

17.3

5.9

8.3

17.9

9.1

3.5

4.9

12.0

15.9

16.1

23.8

21.2

6.7

8.4

9.3

6.7

10.5

30.0

3.7

9.7

2.0

12.5

4.7

4.9

5.8

3.3

10.6

8.9

14.3

12.0

6.7

5.7

3.1

6.8

1.8

1.9

15.2

2.0

12.5

7.5

5.3

2.3

1.0

2.2

5.3

3.6

9.5

14.1

6.7

4.2

3.9

4.8

1.8

2.3

6.7

2.0

6.3

5.7

4.7

4.7

7.6

5.3

2.8

23.3

8.4

7.0

6.9

1.8

1.9

4.8

17.6

4.2

19.8

10.0

29.1

7.8

3.3

6.2

3.6

4.8

4.6

6.7

6.9

7.0

5 ⼈以下 6 ⼈以上20⼈以下 21⼈以上50⼈以下
51⼈以上100 ⼈以下 101 ⼈以上300 ⼈以下 301 ⼈以上1,000 ⼈以下
1,001 ⼈以上
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業種別にみると、〈不動産業、物品賃貸業〉では「5 人以下」が 78.4％を占めている。一方、〈金融

業、保険業〉では「1,001 人以上」が 29.1％と他の業種と比べて高くなっている。 

 

 

  

 （上段：件数、下段：％）

　全  体 5 人以下
6 人以上20
人以下

21人以上50
人以下

51人以上
100 人以下

101 人以上
300 人以下

301 人以上
1,000 人以
下

1,001 人以
上

2,909 1,007 815 357 194 197 139 200

100 .0 34 .6 28 .0 12 .3 6 .7 6 .8 4 .8 6 .9

57 28 14 6 6 1 1 1

100 .0 49 .1 24 .6 10 .5 10 .5 1 .8 1 .8 1 .8

10 1 4 2 3 - - -

100 .0 10 .0 40 .0 20 .0 30 .0 - - -

517 217 201 48 19 10 12 10

100 .0 42 .0 38 .9 9 .3 3 .7 1 .9 2 .3 1 .9

475 91 129 82 46 72 32 23

100 .0 19 .2 27 .2 17 .3 9 .7 15 .2 6 .7 4 .8

51 23 13 3 1 1 1 9

100 .0 45 .1 25 .5 5 .9 2 .0 2 .0 2 .0 17 .6

48 13 14 4 6 6 3 2

100 .0 27 .1 29 .2 8 .3 12 .5 12 .5 6 .3 4 .2

106 14 33 19 5 8 6 21

100 .0 13 .2 31 .1 17 .9 4 .7 7 .5 5 .7 19 .8

449 175 121 41 22 24 21 45

100 .0 39 .0 26 .9 9 .1 4 .9 5 .3 4 .7 10 .0

86 32 15 3 5 2 4 25

100 .0 37 .2 17 .4 3 .5 5 .8 2 .3 4 .7 29 .1

102 80 8 5 - 1 - 8

100 .0 78 .4 7 .8 4 .9 - 1 .0 - 7 .8

92 44 22 11 3 2 7 3

100 .0 47 .8 23 .9 12 .0 3 .3 2 .2 7 .6 3 .3

113 27 37 18 12 6 6 7

100 .0 23 .9 32 .7 15 .9 10 .6 5 .3 5 .3 6 .2

56 23 15 9 5 2 - 2

100 .0 41 .1 26 .8 16 .1 8 .9 3 .6 - 3 .6

42 11 9 10 6 4 - 2

100 .0 26 .2 21 .4 23 .8 14 .3 9 .5 - 4 .8

283 50 78 60 34 40 8 13

100 .0 17 .7 27 .6 21 .2 12 .0 14 .1 2 .8 4 .6

30 11 4 2 2 2 7 2

100 .0 36 .7 13 .3 6 .7 6 .7 6 .7 23 .3 6 .7

262 104 70 22 15 11 22 18  
100 .0 39 .7 26 .7 8 .4 5 .7 4 .2 8 .4 6 .9

129 63 27 12 4 5 9 9

100 .0 48 .8 20 .9 9 .3 3 .1 3 .9 7 .0 7 .0

生活関連サービス業、娯
楽業

　全　体

業
種
別

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取
業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道
業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術
サービス業

宿泊業、飲食サービス業

教育、学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され
ない）

公務、その他
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２ 雇用状況 

（１）新型コロナウイルスの影響による雇用状況 

問２ 新型コロナウイルスの影響による雇用の状況について（複数回答可） 

 

新型コロナウイルスの影響による雇用状況については、「特に影響なし」が 81.1％と最も高く、次い

で「やむをえずパート・アルバイトを減らした（検討中含む）」が 7.8％、「パート・アルバイトを増や

した（検討中含む）」が 5.6％となっている。 

 

 

 

  

(n = 2,907)

やむをえずパート・アルバイトを減らした（検討中含む）

パート・アルバイトを増やした（検討中含む）

正社員を増やした（検討中含む）

やむをえず正社員を減らした（検討中含む）

特に影響なし

7.8

5.6

5.1

3.0

81.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%
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業種別にみると、すべての業種で「特に影響なし」が最も高いが、〈宿泊業、飲食サービス業〉では

「やむをえずパート・アルバイトを減らした（検討中を含む）」が 33.9％と他の業種と比べて高くなっ

ている。 

 

 

  

 （上段：件数、下段：％） 

　全  体

やむをえず
パート・アル

バイトを減らし
た（検討中含

む）

やむをえず正
社員を減らし
た（検討中含

む）

パート・アル
バイトを増や
した（検討中

含む）

正社員を増
やした（検討

中含む）
特に影響なし

2,907 228 87 162 149 2,358

100 .0 7 .8 3 .0 5 .6 5 .1 81 .1

58 2 1 5 1 49

100 .0 3 .4 1 .7 8 .6 1 .7 84 .5

10 - - 1 2 8

100 .0 - - 10 .0 20 .0 80 .0

516 18 8 14 40 445

100 .0 3 .5 1 .6 2 .7 7 .8 86 .2

473 67 31 18 24 350

100 .0 14 .2 6 .6 3 .8 5 .1 74 .0

51 1 2 2 1 45

100 .0 2 .0 3 .9 3 .9 2 .0 88 .2

48 2 - 4 4 40

100 .0 4 .2 - 8 .3 8 .3 83 .3

106 6 7 13 7 76

100 .0 5 .7 6 .6 12 .3 6 .6 71 .7

449 36 23 31 23 353

100 .0 8 .0 5 .1 6 .9 5 .1 78 .6

86 2 1 3 4 77

100 .0 2 .3 1 .2 3 .5 4 .7 89 .5

102 4 2 2 4 92

100 .0 3 .9 2 .0 2 .0 3 .9 90 .2

92 2 1 4 7 79

100 .0 2 .2 1 .1 4 .3 7 .6 85 .9

112 38 1 11 4 61

100 .0 33 .9 0 .9 9 .8 3 .6 54 .5

56 11 1 1 1 43

100 .0 19 .6 1 .8 1 .8 1 .8 76 .8

44 2 - 4 - 38

100 .0 4 .5 - 9 .1 - 86 .4

283 8 5 30 16 237

100 .0 2 .8 1 .8 10 .6 5 .7 83 .7

30 7 1 3 2 19

100 .0 23 .3 3 .3 10 .0 6 .7 63 .3

261 19 3 9 9 226  
100 .0 7 .3 1 .1 3 .4 3 .4 86 .6

129 3 - 7 - 119

100 .0 2 .3 - 5 .4 - 92 .2

全  体

業
種
別

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

情報通信業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サー
ビス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽
業

教育、学習支援業

公務、その他

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され
ない）
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（２）新型コロナウイルスの影響による人員の余剰・不足 

問３ 新型コロナウイルスの影響による人員の余剰・不足について（〇は１つ） 

 

新型コロナウイルスの影響による人員の余剰・不足については、「人員の余剰・不足はない」が

62.6％と最も高く、次いで「コロナの影響に関係なく人員が不足している」が 26.8％、「コロナの影響

により人員が余剰している」が 7.5％となっている。 

 

 

 

 

  

全  体 (n=2,910)

農、林、漁業 (n=57)

鉱業，採石業，砂利採取業 (n=10)

建設業 (n=516)

製造業 (n=476)

電気・ガス・熱供給・水道業 (n=51)

情報通信業 (n=48)

運輸業、郵便業 (n=106)

卸売業、小売業 (n=449)

金融業、保険業 (n=86)

不動産業、物品賃貸業 (n=102)
学術研究、専門・技術サービ
ス業

(n=92)

宿泊業、飲食サービス業 (n=113)

⽣活関連サービス業、娯楽業 (n=56)

教育、学習支援業 (n=44)

医療，福祉 (n=283)

複合サービス事業 (n=30)
サービス業（他に分類されな
い）

(n=261)

公務、その他 (n=129)

業
種
別

7.5

3.5

2.3

14.9

2.1

13.2

8.7

1.2

3.9

4.3

15.9

12.5

2.3

3.9

10.0

8.8

5.4

0.9

1.8

1.0

1.7

0.7

1.2

2.0

2.3

1.1

3.3

0.8

2.2

3.5

1.6

1.3

2.0

0.9

1.3

2.3

1.0

1.1

12.4

5.4

2.3

2.8

3.3

2.7

0.8

26.8

28.1

30.0

40.7

22.3

31.4

35.4

33.0

21.4

17.4

4.9

28.3

21.2

32.1

11.4

38.9

30.0

19.9

14.0

62.6

63.2

70.0

54.5

59.9

66.7

62.5

52.8

67.9

77.9

88.2

66.3

50.4

50.0

81.8

53.4

53.3

67.8

79.8

コロナの影響により⼈員が余剰している
コロナの影響に関係なく⼈員が余剰している
コロナの影響により⼈員が不足している
コロナの影響に関係なく⼈員が不足している
⼈員の余剰・不足はない
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業種別にみると、すべての業種で「特に影響なし」が最も高いが、〈建設業〉、〈医療、福祉〉では

「コロナの影響に関係なく人員が不足している」が約 4 割を占め、人員が不足している状況がうかが

える。また〈製造業〉、〈宿泊業、飲食サービス業〉では、「コロナの影響により人員が余剰している」

が約 1.5 割と他の業種と比べて高くなっている。 

 

 

  

 （上段：件数、下段：％）

　全  体
コロナの影響
により人員が
余剰している

コロナの影響
に関係なく人
員が余剰し
ている

コロナの影響
により人員が
不足している

コロナの影響
に関係なく人
員が不足し
ている

人員の余剰・
不足はない

2,910 218 27 63 781 1,821

100 .0 7 .5 0 .9 2 .2 26 .8 62 .6

57 2 1 2 16 36

100 .0 3 .5 1 .8 3 .5 28 .1 63 .2

10 - - - 3 7

100 .0 - - - 30 .0 70 .0

516 12 5 8 210 281

100 .0 2 .3 1 .0 1 .6 40 .7 54 .5

476 71 8 6 106 285

100 .0 14 .9 1 .7 1 .3 22 .3 59 .9

51 - - 1 16 34

100 .0 - - 2 .0 31 .4 66 .7

48 1 - - 17 30

100 .0 2 .1 - - 35 .4 62 .5

106 14 - 1 35 56

100 .0 13 .2 - 0 .9 33 .0 52 .8

449 39 3 6 96 305

100 .0 8 .7 0 .7 1 .3 21 .4 67 .9

86 1 1 2 15 67

100 .0 1 .2 1 .2 2 .3 17 .4 77 .9

102 4 2 1 5 90

100 .0 3 .9 2 .0 1 .0 4 .9 88 .2

92 4 - 1 26 61

100 .0 4 .3 - 1 .1 28 .3 66 .3

113 18 - 14 24 57

100 .0 15 .9 - 12 .4 21 .2 50 .4

56 7 - 3 18 28

100 .0 12 .5 - 5 .4 32 .1 50 .0

44 1 1 1 5 36

100 .0 2 .3 2 .3 2 .3 11 .4 81 .8

283 11 3 8 110 151

100 .0 3 .9 1 .1 2 .8 38 .9 53 .4

30 3 1 1 9 16

100 .0 10 .0 3 .3 3 .3 30 .0 53 .3

261 23 2 7 52 177  
100 .0 8 .8 0 .8 2 .7 19 .9 67 .8

129 7 - 1 18 103

100 .0 5 .4 - 0 .8 14 .0 79 .8

生活関連サービス業、娯
楽業

　全　体

業
種
別

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取
業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道
業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術
サービス業

宿泊業、飲食サービス業

教育、学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され
ない）

公務、その他
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（３）令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月の採用人数の増減見込み 

 

令和 3 年度と比較した令和 4 年度の採用人数の増減見込みについては、「採用はない見込み」が

36.2％と最も高く、次いで「未定」が 32.8％、「令和 3 年 4 月～令和 4 年 3 月採用と変更ない見込み」

が 17.7％となっている。 

なお、「採用はない見込み」には小規模で毎年採用していない企業が含まれる。 

 

 

  

全  体 (n=2,909)

農、林、漁業 (n=57)

鉱業，採石業，砂利採取業 (n=10)

建設業 (n=517)

製造業 (n=476)

電気・ガス・熱供給・水道業 (n=51)

情報通信業 (n=48)

運輸業、郵便業 (n=106)

卸売業、小売業 (n=449)

金融業、保険業 (n=86)

不動産業、物品賃貸業 (n=102)
学術研究、専門・技術サービ
ス業

(n=92)

宿泊業、飲食サービス業 (n=113)

⽣活関連サービス業、娯楽業 (n=56)

教育、学習支援業 (n=43)

医療，福祉 (n=283)

複合サービス事業 (n=30)
サービス業（他に分類されな
い）

(n=260)

公務、その他 (n=129)

業
種
別

17.7

17.5

17.2

22.5

15.7

31.3

13.2

15.8

14.0

7.8

22.8

18.6

14.3

23.3

23.7

10.0

15.8

8.5

1.8

3.5

1.0

1.7

4.2

2.8

1.8

3.5

1.0

1.1

6.2

7.1

1.1

10.0

1.2

11.4

14.0

20.0

17.0

9.7

15.7

6.3

12.3

8.9

9.3

2.0

12.0

19.5

8.9

4.7

14.8

10.0

8.5

4.7

36.2

26.3

20.0

32.5

35.9

31.4

27.1

21.7

43.2

27.9

64.7

42.4

24.8

41.1

34.9

24.4

30.0

42.3

52.7

32.8

38.6

60.0

32.3

30.3

37.3

31.3

50.0

30.3

45.3

24.5

21.7

31.0

28.6

37.2

36.0

40.0

32.3

34.1

令和３年４⽉〜令和４年３⽉採用と変更ない⾒込み
令和３年４⽉〜令和４年３⽉採用よりも減らす⾒込み
令和３年４⽉〜令和４年３⽉採用よりも増やす⾒込み
採用はない⾒込み
未定

問４ 令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月の採用人数見込みの増減について（〇は１つ） 
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業種別にみると、すべての業種で「採用はない見込み」または「未定」が最も高くなっている。

（〈情報通信業〉では「令和 3 年 4 月～令和 4 年 3 月採用と変更ない見込み」も同率で高い。）また

〈不動産業、物品賃貸業〉では「採用はない見込み」が 64.7％と他の業種と比べて高くなっている。 

 

 

  

 （上段：件数、下段：％）

　全  体

令和３年４月
～令和４年３
月採用と変
更ない見込
み

令和３年４月
～令和４年３
月採用よりも
減らす見込
み

令和３年４月
～令和４年３
月採用よりも
増やす見込
み

採用はない
見込み

未定

2,909 516 53 331 1,054 955

100 .0 17 .7 1 .8 11 .4 36 .2 32 .8

57 10 2 8 15 22

100 .0 17 .5 3 .5 14 .0 26 .3 38 .6

10 - - 2 2 6

100 .0 - - 20 .0 20 .0 60 .0

517 89 5 88 168 167

100 .0 17 .2 1 .0 17 .0 32 .5 32 .3

476 107 8 46 171 144

100 .0 22 .5 1 .7 9 .7 35 .9 30 .3

51 8 - 8 16 19

100 .0 15 .7 - 15 .7 31 .4 37 .3

48 15 2 3 13 15

100 .0 31 .3 4 .2 6 .3 27 .1 31 .3

106 14 3 13 23 53

100 .0 13 .2 2 .8 12 .3 21 .7 50 .0

449 71 8 40 194 136

100 .0 15 .8 1 .8 8 .9 43 .2 30 .3

86 12 3 8 24 39

100 .0 14 .0 3 .5 9 .3 27 .9 45 .3

102 8 1 2 66 25

100 .0 7 .8 1 .0 2 .0 64 .7 24 .5

92 21 1 11 39 20

100 .0 22 .8 1 .1 12 .0 42 .4 21 .7

113 21 7 22 28 35

100 .0 18 .6 6 .2 19 .5 24 .8 31 .0

56 8 4 5 23 16

100 .0 14 .3 7 .1 8 .9 41 .1 28 .6

43 10 - 2 15 16

100 .0 23 .3 - 4 .7 34 .9 37 .2

283 67 3 42 69 102

100 .0 23 .7 1 .1 14 .8 24 .4 36 .0

30 3 3 3 9 12

100 .0 10 .0 10 .0 10 .0 30 .0 40 .0

260 41 3 22 110 84  
100 .0 15 .8 1 .2 8 .5 42 .3 32 .3

129 11 - 6 68 44

100 .0 8 .5 - 4 .7 52 .7 34 .1

生活関連サービス業、娯
楽業

　全　体

業
種
別

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取
業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道
業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術
サービス業

宿泊業、飲食サービス業

教育、学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され
ない）

公務、その他
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（４）人材シェアマッチングの希望有無 

 

人材シェアマッチングの希望有無については、「希望する」は 13.1％、「希望しない」は 86.9％とな

っている。 

 

 

  

全  体 (n=2,910)

農、林、漁業 (n=58)

鉱業，採石業，砂利採取業 (n=10)

建設業 (n=516)

製造業 (n=476)

電気・ガス・熱供給・水道業 (n=51)

情報通信業 (n=48)

運輸業、郵便業 (n=105)

卸売業、小売業 (n=448)

金融業、保険業 (n=86)

不動産業、物品賃貸業 (n=102)
学術研究、専門・技術サービ
ス業

(n=92)

宿泊業、飲食サービス業 (n=113)

⽣活関連サービス業、娯楽業 (n=56)

教育、学習支援業 (n=44)

医療，福祉 (n=283)

複合サービス事業 (n=30)
サービス業（他に分類されな
い）

(n=262)

公務、その他 (n=129)

業
種
別

13.1

19.0

10.0

22.9

10.5

13.7

10.4

7.6

7.1

9.3

3.9

15.2

24.8

5.4

15.9

19.8

6.7

9.5

1.6

86.9

81.0

90.0

77.1

89.5

86.3

89.6

92.4

92.9

90.7

96.1

84.8

75.2

94.6

84.1

80.2

93.3

90.5

98.4

希望する 希望しない

問５ 人材シェアマッチングの希望有無について（〇は１つ） 
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業種別にみると、すべての業種で「希望しない」が高くなっている。一方「希望する」の割合は、

〈宿泊業、飲食サービス業〉で 24.8％、〈建設業〉で 22.9％と比較的高くなっている。 

 

 

  

 （上段：件数、下段：％）

　全  体 希望する 希望しない

2,910 381 2,529

100 .0 13 .1 86 .9

58 11 47

100 .0 19 .0 81 .0

10 1 9

100 .0 10 .0 90 .0

516 118 398

100 .0 22 .9 77 .1

476 50 426

100 .0 10 .5 89 .5

51 7 44

100 .0 13 .7 86 .3

48 5 43

100 .0 10 .4 89 .6

105 8 97

100 .0 7 .6 92 .4

448 32 416

100 .0 7 .1 92 .9

86 8 78

100 .0 9 .3 90 .7

102 4 98

100 .0 3 .9 96 .1

92 14 78

100 .0 15 .2 84 .8

113 28 85

100 .0 24 .8 75 .2

56 3 53

100 .0 5 .4 94 .6

44 7 37

100 .0 15 .9 84 .1

283 56 227

100 .0 19 .8 80 .2

30 2 28

100 .0 6 .7 93 .3

262 25 237  
100 .0 9 .5 90 .5

129 2 127

100 .0 1 .6 98 .4

生活関連サービス業、娯
楽業

　全　体

業
種
別

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取
業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道
業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術
サービス業

宿泊業、飲食サービス業

教育、学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され
ない）

公務、その他
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３ 人員余剰の状況 

【問７の各設問は、人員の送り出しを希望する企業にお伺いします。】 

 

（１）人員余剰の課題に関する希望 

 

人員余剰の課題に関する希望については、「長期的な人員の余剰を解決したい」は 30.6％、「一時的

な人員の余剰を解決したい」は 69.4％となっている。 

 

 

 

  

全  体 (n=36)

農、林、漁業 (n=3)

鉱業，採石業，砂利採取業 (n=-)

建設業 (n=5)

製造業 (n=5)

電気・ガス・熱供給・水道業 (n=-)

情報通信業 (n=1)

運輸業、郵便業 (n=2)

卸売業、小売業 (n=4)

金融業、保険業 (n=1)

不動産業、物品賃貸業 (n=1)
学術研究、専門・技術サービ
ス業

(n=1)

宿泊業、飲食サービス業 (n=2)

⽣活関連サービス業、娯楽業 (n=-)

教育、学習支援業 (n=-)

医療，福祉 (n=6)

複合サービス事業 (n=1)
サービス業（他に分類されな
い）

(n=4)

公務、その他 (n=-)

業
種
別

30.6

60.0

20.0

75.0

100.0

100.0

16.7

100.0

69.4

100.0

40.0

80.0

100.0

100.0

25.0

100.0

100.0

83.3

100.0

⻑期的な⼈員の余剰を解決したい 一時的な⼈員の余剰を解決したい

問７（１）人員の余剰の課題に関する希望を教えてください。（〇は１つ） 
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すべての業種で回答数が 10 件未満となっているため、分析コメントは控える。 

 

 

  

 （上段：件数、下段：％）

　全  体
長期的な人
員の余剰を
解決したい

一時的な人
員の余剰を
解決したい

36 11 25

100 .0 30 .6 69 .4

3 - 3

100 .0 - 100 .0

- - -

- - -

5 3 2

100 .0 60 .0 40 .0

5 1 4

100 .0 20 .0 80 .0

- - -

- - -

1 - 1

100 .0 - 100 .0

2 - 2

100 .0 - 100 .0

4 3 1

100 .0 75 .0 25 .0

1 1 -

100 .0 100 .0 -

1 - 1

100 .0 - 100 .0

1 1 -

100 .0 100 .0 -

2 - 2

100 .0 - 100 .0

- - -

- - -

- - -

- - -

6 1 5

100 .0 16 .7 83 .3

1 1 -

100 .0 100 .0 -

4 - 4  
100 .0 - 100 .0

- - -

- - -

教育、学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され
ない）

公務、その他

生活関連サービス業、娯
楽業

　全　体

業
種
別

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取
業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道
業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術
サービス業

宿泊業、飲食サービス業
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（２）送り出しを希望する企業で人員余剰の状況にある職種 

 

人員余剰の状況にある職種については、「その他」が 20.0％と最も高く、次いで「営業」及び「販

売・サービス」が 16.7％、「技能工」、「企画・事務・管理」及び「介護職」が 10.0％となっている。 

 

 

  

(n = 30)

営業

販売・サービス

技能工

企画・事務・管理

介護職

技術

運輸・物流

専門サービス

技術（建築、土木）

施工管理

ＩＴエンジニア

技術（電気、電子、機械）

施設・設備管理

技術（医療、化学、素材、食品）

クリエイティブ

その他

16.7

16.7

10.0

10.0

10.0

6.7

6.7

6.7

6.7

6.7

3.3

3.3

0.0

0.0

0.0

20.0

0.0% 10.0% 20.0%

問７（２）人員の余剰の状況にある職種を教えてください。（複数回答可） 
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（３）送り出したい人材に関する形態 

 

送り出したい人材に関する形態については、「在籍のまま出向させることを希望する」が 50.0％と最

も高く、次いで「出向後に、出向者と受入企業との希望が合致すれば転籍も可」及び「その他」が

28.6％、「転籍での送り出しを希望する」が 14.3％となっている。 

P.27「受け入れたい人材に関する形態」と比較すると、受け入れを希望する側は転籍を希望する企

業が多いが、送り出しを希望する側では在籍のまま出向させることを希望する企業が多い。 

 

 

  

(n = 28)

在籍のまま出向させることを希望する

出向後に、出向者と受入企業との希望が合致すれば
転籍も可

転籍での送り出しを希望する

その他

50.0

28.6

14.3

28.6

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

問７（５）送り出したい人材に関する形態を教えてください。（複数回答可） 
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（４）人材を送り出したい時期 

 

人材を送り出したい時期については、「未定」が 60.7％と最も高く、次いで「１カ月～２カ月後」が

17.9％、「半年後」が 14.3％となっている。 

 

 

  

全  体 (n=28) 7.1 17.9 14.3 60.7

今すぐにでも １カ⽉〜２カ⽉後 半年後 未定

問７（７）人材を送り出したい時期はいつ頃ですか。（〇は１つ） 
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（５）人材シェアマッチングにおける懸念 

 

人材シェアマッチングにおける懸念については、「弊害はない」が 34.5％と最も高く、次いで「復帰

した従業員に復帰前の配置や処遇を用意できるか分からない」、「復帰後に他社の価値観や文化が社内

に悪影響を与える可能性がある」及び「就業規則の改正や雇用契約の変更の必要がある」が 31.0％、

「必要な人材や優秀な人材の流出につながる可能性がある」が 17.2％となっている。 

 

 

  

(n = 29)

復帰した従業員に復帰前の配置や処遇を用意できるか分か
らない

復帰後に他社の価値観や文化が社内に悪影響を与える可能
性がある

就業規則の改正や雇用契約の変更の必要がある

必要な⼈材や優秀な⼈材の流出につながる可能性がある

その他

弊害はない

31.0

31.0

31.0

17.2

10.3

34.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

問７（８）人材シェアマッチングにおける懸念があれば教えてください。（複数回答可） 
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すべての業種で回答数が 10 件未満となっているため、分析コメントは控える。 

 

 

  

 （上段：件数、下段：％） 

　全  体

復帰した従業
員に復帰前
の配置や処

遇を用意でき
るか分からな

い

復帰後に他
社の価値観
や文化が社

内に悪影響を
与える可能
性がある

就業規則の
改正や雇用
契約の変更
の必要があ

る

必要な人材
や優秀な人
材の流出に

つながる可能
性がある

その他 弊害はない

29 9 9 9 5 3 10

100 .0 31 .0 31 .0 31 .0 17 .2 10 .3 34 .5

2 - - - - - 2

100 .0 - - - - - 100 .0

- - - - - - -

- - - - - - -

3 - 1 1 1 1 1

100 .0 - 33 .3 33 .3 33 .3 33 .3 33 .3

5 1 1 1 1 - 3

100 .0 20 .0 20 .0 20 .0 20 .0 - 60 .0

- - - - - - -

- - - - - - -

1 - - - - - 1

100 .0 - - - - - 100 .0

1 1 - - - - -

100 .0 100 .0 - - - - -

4 - 1 1 1 1 -

100 .0 - 25 .0 25 .0 25 .0 25 .0 -

1 - - - - - 1

100 .0 - - - - - 100 .0

1 - - 1 - - -

100 .0 - - 100 .0 - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

2 - - - - - 2

100 .0 - - - - - 100 .0

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

4 3 2 2 2 1 -

100 .0 75 .0 50 .0 50 .0 50 .0 25 .0 -

1 - 1 - - - -

100 .0 - 100 .0 - - - -

4 4 3 3 - - -  
100 .0 100 .0 75 .0 75 .0 - - -

- - - - - - -

- - - - - - -
公務、その他

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され
ない）

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽
業

教育、学習支援業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サー
ビス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

情報通信業

全  体

業
種
別

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業
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４ 人員不足の状況 

【問８の各設問は、人員の受け入れを希望する企業にお伺いします。】 

（１）人員不足の課題に関する希望 

 

人員不足の課題に関する希望については、「長期的な人員の不足を解決したい」は 86.1％、「一時的

な人員の不足を解決したい」は 13.9％となっている。 

 

 

  

全  体 (n=353)

農、林、漁業 (n=11)

鉱業，採石業，砂利採取業 (n=1)

建設業 (n=115)

製造業 (n=44)

電気・ガス・熱供給・水道業 (n=7)

情報通信業 (n=4)

運輸業、郵便業 (n=6)

卸売業、小売業 (n=30)

金融業、保険業 (n=7)

不動産業、物品賃貸業 (n=4)
学術研究、専門・技術サービ
ス業

(n=14)

宿泊業、飲食サービス業 (n=25)

⽣活関連サービス業、娯楽業 (n=3)

教育、学習支援業 (n=5)

医療，福祉 (n=52)

複合サービス事業 (n=2)
サービス業（他に分類されな
い）

(n=21)

公務、その他 (n=2)

業
種
別

86.1

54.5

100.0

89.6

79.5

71.4

100.0

100.0

90.0

100.0

75.0

92.9

72.0

100.0

80.0

90.4

50.0

90.5

100.0

13.9

45.5

10.4

20.5

28.6

10.0

25.0

7.1

28.0

20.0

9.6

50.0

9.5

⻑期的な⼈員の不足を解決したい 一時的な⼈員の不足を解決したい

問８（１）人員の不足の課題に関する希望を教えてください。（〇は１つ） 
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業種別にみると、回答数が 10 件以上のすべての業種で「長期的な人員の不足を解決したい」が高く

なっている。 

 

 

  

 （上段：件数、下段：％）

　全  体
長期的な人
員の不足を
解決したい

一時的な人
員の不足を
解決したい

353 304 49

100 .0 86 .1 13 .9

11 6 5

100 .0 54 .5 45 .5

1 1 -

100 .0 100 .0 -

115 103 12

100 .0 89 .6 10 .4

44 35 9

100 .0 79 .5 20 .5

7 5 2

100 .0 71 .4 28 .6

4 4 -

100 .0 100 .0 -

6 6 -

100 .0 100 .0 -

30 27 3

100 .0 90 .0 10 .0

7 7 -

100 .0 100 .0 -

4 3 1

100 .0 75 .0 25 .0

14 13 1

100 .0 92 .9 7 .1

25 18 7

100 .0 72 .0 28 .0

3 3 -

100 .0 100 .0 -

5 4 1

100 .0 80 .0 20 .0

52 47 5

100 .0 90 .4 9 .6

2 1 1

100 .0 50 .0 50 .0

21 19 2  
100 .0 90 .5 9 .5

2 2 -

100 .0 100 .0 -

生活関連サービス業、娯
楽業

　全　体

業
種
別

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取
業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道
業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術
サービス業

宿泊業、飲食サービス業

教育、学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され
ない）

公務、その他
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（２）受け入れを希望する企業で人員不足の状況にある職種 

 

人員不足の状況にある職種については、「技術（建築・土木）」が 28.7％と最も高く、次いで「営

業」が 18.9％、「施工管理」が 18.3％となっている。 

 

 

  

(n = 349)

技術（建築、土木）

営業

施工管理

技術

技能工

介護職

販売・サービス

技術（電気、電子、機械）

企画・事務・管理

施設・設備管理

運輸・物流

専門サービス

技術（医療、化学、素材、食品）

ＩＴエンジニア

クリエイティブ

その他

28.7

18.9

18.3

17.5

12.3

12.3

11.7

10.6

10.6

5.7

5.2

4.0

3.7

3.2

1.4

16.3

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

問８（２）人員の不足の状況にある職種を教えてください。（複数回答可） 
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（３）人員不足の状況にある職種の雇用形態 

 

人員不足の状況にある職種の雇用形態については、「常勤」が 86.5％と最も高く、次いで「週 20 時

間以上（パート）」が 35.5％、「その他」が 8.3％となっている。 

 

 

  

(n = 349)

常勤

週20時間以上（パート）

その他

86.5

35.5

8.3

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

問８（３）人員の不足の状況にある職種の雇用形態を教えてください。（複数回答可） 
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業種別にみると、回答数が 10 件以上の業種のうち、〈建設業〉、〈学術研究、専門・技術サービス

業〉、〈サービス業（他に分類されない）〉では「常勤」が 9 割以上を占めている。一方〈宿泊業、飲食

サービス業〉、〈医療、福祉〉では「常勤」と「週 20 時間以上（パート）」がどちらも 6 割以上となっ

ており、雇用形態は限定せず不足している状況がうかがえる。 

 

 

  

 （上段：件数、下段：％） 

　全  体 常勤
週20時間以
上（パート）

その他

349 302 124 29

100 .0 86 .5 35 .5 8 .3

11 3 6 4

100 .0 27 .3 54 .5 36 .4

1 1 1 -

100 .0 100 .0 100 .0 -

115 114 18 6

100 .0 99 .1 15 .7 5 .2

43 37 11 2

100 .0 86 .0 25 .6 4 .7

7 7 - -

100 .0 100 .0 - -

4 4 - -

100 .0 100 .0 - -

6 6 1 -

100 .0 100 .0 16 .7 -

30 25 14 1

100 .0 83 .3 46 .7 3 .3

7 7 1 -

100 .0 100 .0 14 .3 -

4 3 4 1

100 .0 75 .0 100 .0 25 .0

14 13 4 -

100 .0 92 .9 28 .6 -

25 16 18 3

100 .0 64 .0 72 .0 12 .0

3 2 1 1

100 .0 66 .7 33 .3 33 .3

5 1 4 1

100 .0 20 .0 80 .0 20 .0

52 43 33 8

100 .0 82 .7 63 .5 15 .4

1 - - 1

100 .0 - - 100 .0

20 19 8 1  
100 .0 95 .0 40 .0 5 .0

1 1 - -

100 .0 100 .0 - -
公務、その他

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され
ない）

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽
業

教育、学習支援業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サー
ビス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

情報通信業

全  体

業
種
別

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業
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（４）受け入れたい人材に関する形態 

 

受け入れたい人材に関する形態については、「転籍での受け入れを希望する」が 59.0％と最も高く、

次いで「出向後に、出向者の希望と合致すれば転籍での受け入れも可」が 52.9％、「在籍のまま出向で

の受け入れを希望する」が 19.2％となっている。 

P.18「送り出したい人材に関する形態」と比較すると、受け入れを希望する側は転籍を希望する企

業が多いが、送り出しを希望する側では在籍のまま出向させることを希望する企業が多い。 

 

 

  

(n = 344)

転籍での受け入れを希望する

出向後に、出向者の希望と合致すれば転籍での受け
入れも可

在籍のまま出向での受け入れを希望する

その他

59.0

52.9

19.2

11.0

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

問８（５）受け入れたい人材に関する形態を教えてください。（複数回答可） 
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（５）人材を受け入れたい時期 

 

人材を受け入れたい時期については、「今すぐにでも」が 59.2％と最も高く、次いで「未定」が

18.7％、「１カ月～２カ月後」が 14.4％となっている。 

 

 

  

全  体 (n=348) 59.2 14.4 7.8 18.7

今すぐにでも １カ⽉〜２カ⽉後 半年後 未定

問８（７）人材を受け入れたい時期はいつ頃ですか。（〇は１つ） 
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（６）人材シェアマッチングにおける懸念 

 

人材シェアマッチングにおける懸念については、「受け入れた人材が即戦力として活躍してくれるか

わからない」が 73.6％と最も高く、次いで「給与や福利厚生面でハードルが高い印象がある」が

46.4％、「異なる業種・職種からの移動により、試用就業等の検討が必要となる」が 37.1％となってい

る。 

 

 

  

(n = 345)

受け入れた⼈材が即戦力として活躍してくれるかわからな
い

給与や福利厚⽣面でハードルが高い印象がある

異なる業種・職種からの移動により、試用就業等の検討が
必要となる

異なる企業規模間の移動により、意識転換のための事前教
育が必要となる

ノウハウ等の流出につながる

就業規則の改正が必要となる

その他

弊害はない

73.6

46.4

37.1

31.6

11.0

11.0

6.4

9.0

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

問８（８）人材シェアマッチングにおける懸念があれば教えてください。（複数回答可） 
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業種別にみると、回答数が 10 件以上の 8 業種のうち〈農、林、漁業〉を除く 7 業種は「受け入れた

人材が即戦力として活躍してくれるかわからない」が最も高く（〈宿泊業、飲食サービス業〉では「給

与や福利厚生面でハードルが高い印象がある」も同率で高い。）、〈建設業〉では 80.7％と特に高くなっ

ている。〈農、林、漁業〉では「給与や福利厚生面でハードルが高い印象がある」が最も高い。 

 

 

  

 （上段：件数、下段：％） 

　全  体

受け入れた
人材が即戦
力として活躍
してくれるか
わからない

給与や福利
厚生面で

ハードルが高
い印象がある

異なる業種・
職種からの
移動により、
試用就業等
の検討が必

要となる

異なる企業
規模間の移
動により、意
識転換のた
めの事前教

育が必要とな
る

ノウハウ等の
流出につな

がる

就業規則の
改正が必要

となる
その他 弊害はない

345 254 160 128 109 38 38 22 31

100 .0 73 .6 46 .4 37 .1 31 .6 11 .0 11 .0 6 .4 9 .0

11 6 8 3 1 1 1 1 1

100 .0 54 .5 72 .7 27 .3 9 .1 9 .1 9 .1 9 .1 9 .1

1 1 1 - - - 1 - -

100 .0 100 .0 100 .0 - - - 100 .0 - -

114 92 45 44 34 8 17 9 7

100 .0 80 .7 39 .5 38 .6 29 .8 7 .0 14 .9 7 .9 6 .1

43 32 20 16 13 8 3 3 3

100 .0 74 .4 46 .5 37 .2 30 .2 18 .6 7 .0 7 .0 7 .0

7 5 3 3 5 1 - - -

100 .0 71 .4 42 .9 42 .9 71 .4 14 .3 - - -

4 4 2 1 - - - 1 -

100 .0 100 .0 50 .0 25 .0 - - - 25 .0 -

6 5 2 2 4 - - - -

100 .0 83 .3 33 .3 33 .3 66 .7 - - - -

30 18 14 12 8 8 1 5 5

100 .0 60 .0 46 .7 40 .0 26 .7 26 .7 3 .3 16 .7 16 .7

7 2 2 3 3 - 1 1 2

100 .0 28 .6 28 .6 42 .9 42 .9 - 14 .3 14 .3 28 .6

4 4 3 1 2 1 2 - -

100 .0 100 .0 75 .0 25 .0 50 .0 25 .0 50 .0 - -

13 7 4 5 6 2 - - 3

100 .0 53 .8 30 .8 38 .5 46 .2 15 .4 - - 23 .1

23 15 15 6 10 5 1 - 2

100 .0 65 .2 65 .2 26 .1 43 .5 21 .7 4 .3 - 8 .7

3 3 3 2 1 - - - -

100 .0 100 .0 100 .0 66 .7 33 .3 - - - -

5 5 2 2 1 - - - -

100 .0 100 .0 40 .0 40 .0 20 .0 - - - -

50 39 22 18 17 2 7 2 5

100 .0 78 .0 44 .0 36 .0 34 .0 4 .0 14 .0 4 .0 10 .0

2 2 - 1 - - - - -

100 .0 100 .0 - 50 .0 - - - - -

20 13 12 9 4 2 3 - 3  
100 .0 65 .0 60 .0 45 .0 20 .0 10 .0 15 .0 - 15 .0

2 1 2 - - - 1 - -

100 .0 50 .0 100 .0 - - - 50 .0 - -

全  体

業
種
別

農、林、漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

情報通信業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サー
ビス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽
業

教育、学習支援業

公務、その他

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され
ない）










